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リスグ・マネジメシトの最初の2段階であるリスグの確認および測定の段階が終わると‘ リスグ
・マネジメントの第3番目のステップはリスクの処理方法を決定することであるO リスク処理の方
法には，二つのアプローチがある。リスク・コントロール（リスク制御〉およびリスク・ファイナ
ンシングリスグ財務〕であるO これらの技術のもつ意味について，詳細な分析的研究は，わが国
においてはまだ試みられていないように思われる。そこで，本稿はリスグ・マネジメントの技術を
余さず分析しそれらの目的とリスク処理効果との関係を明らかにすることを目的とする。
本稿の方法としては，まず，（1) リスク・コントロールとワスク・ファイナンシングとのちがし、
を区別するO その上で，（2) リスク・コントロールの五つの技術一一すなわち，国避・損失制御
〈ロス・コントロール〉・分離・結合・保険以外の移転一ーについて説明し，次いで，（3) リスグ・
ファイナンシングの三つの技術一ーすなわち，保険以外の移転・保険・および保有一一ーについて説
明する。
第1節 リスク処理技術の分類
リスク・コントロールとリスク・ファイナンシングの技術（道具〕を大別すると，第1図のよう
になる。この図を見ながら，これら二つのアプローチの特徴を考察し，両者を区別してみよう。
第1図 ワスク・マネジメントの技術
事故前 事故後
リンク・コントロールの技術 損 リスグ・ファイナンシングの技術
1. 回 避 1. 保険以外の移転
2. 損失制御（ロス・コントロール〉 失 2. 保 険
(1）損失防止 3. 保 有（社内資金〉
(2）損失軽減
発
(1）社内資金
3. 分 離 (2) 自家保険
4. 結 メ口込 (3) キャプティプ保険会社
5. 保険以外の移転 生
第2節 リスク・コントロールの技術
1. リスク・コントロール技術の性質
リスク・コントロールの技術は， リスクを変えるための手段，道具であるO その目的は，それに
よって潜在的損失の発生頻度または深刻度（大きさ〉を軽減させるか，あるいは，その予知能力を
高めることである。損失の発生頻度とは， 1年聞に事故の起る回数であり，事故件数を減らすこと
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は損失を少なくすることでもあるO 損失の規模を小さくすることも損失を少なくすることに連なる。
損失をもたらす事故はできるだけ起らないようにする方がし、いしそれでも発生する事故による蹟
失はできるだけ少なくて軽いほどよいのは当然であるO また，将来，どこで，どのような事故が，
どのように起り，どのくらいの損失をもたらすかを予知できれば，それなりのリスクを制御（コン
トロール〕する手段や損失の影響を小さくするための手段を講ずることができるO
リスク・コントロールは，財産，損害賠償，従業員に対するリスクのコストを少なくすることに
なるO これらリスクにさらされるものに対する事故または損失の可能性を少なくしその結果生ず
る損失を少なくするからである。リスグ・マネジメントの目的はリスグの悪影響を最小の費用で最
小化することであるから， リスグ・コントロールこそリスク・マネジメントのキーポイントになる
といえるであろう。
一般のマネジメントがそうであるように， リスグ・コントロールの最も重要な段階は計画の段階
である。リスグ・コントロールも，財産，損害賠償責任，および従業員という三つのリスクの分野
について，事前にしっかりとした計画をたてておかなければならなし、。
以下， リスク・コントロールの五つの技術のそれぞれについて，その特徴，特に長所，短所，方
法，効果などについて分析し説明してみよう。
第2図 リスク・コントロールの手段
1. 回避 リスク負担の拒絶とリスグの放棄ー非所有，非使用，名義不貸，リース，下請契約
2. 損失制御（防災〉
防止および軽減
1) 安全，保障手段を通じて（技術的一防災センター，社有財産管理規則，産業廃棄物〉j蹴：風除安全錠火災報知器開警備係夜警開吋熱絶縁等機械の
防護装置，安全靴，ヘルメット，防護メガネ，防護用衣類の着用，契約リスクの軽減
「：スプリンクラー消…桶砂ミケツ〉耕一器〉塀投光照明番
犬，緊急用発電機，第2水源，記録の写しの保管，防火戸，耐震緩衝装置，間隔と配置，
工場の交差契約
2) 組織の計画を通じて〔人的〉
（一理防災意識の向上一一一…
ス，安全運転，健康診断，麻薬・アルコール中毒対策，接客態度
救助：救助隊，避難訓練，私設消防隊，仕事のl順序（工程〉と工場内の配置，監査組織作り，
ハイジャック防止，安全委員会
3. 結合危険単位の増加：内部成長，営業規模の拡大，吸収合併， リスグの分散
4. 分離横領リスクのコントロール，小切手による支払，小口；現金の最小化，在庫保管と現業の分
散，明確な職務分担書，幹部の複数旅行禁止
5. 移転一保険以外：現金輸送会社の利用，ホールドハームレス条項，下請負契約
典拠：武井勲「リスグ・マネジメシト研究 その概念と方法についてー 」 『保険学雑誌第471号』 p.224に若干加筆した。
2. リスクの回避
(2) 二つの方法
完全にリスクを回避することは， リスグ処理の一方法である。リスグの回避は， 1) その特定の
危険（リスクにさらされている人，物，活動）にたとえ一瞬でも一切関係しないこと，あるいは，
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2) リスグとの関係が存在しなくなるようにそのリスグを排除または除去することによって回避す
ることができるO
これら二つのリスクの回避方法について，それぞれの例を挙げてみよう。
危険を一瞬たりとも所有しないことによりリスクの回避として次の3つの例が考えられる。
1) 企業は，ある危険をともなう商品の生産に関わるリスクを，その商品の製造を一切しないとい
う選択をすることによって，回避できるO
2) 企業は，従業員のソフトボール・チームあるいは顧客のピクニッグなどを後援することに起因
するリスグを，そのような行事を一切後援しないことによって，回避できるO
3〕 家計は，スキー，オートパイ，ボート乗りあるいは登山にともなうリスクを，そのような活動
を一切行なわないことによって，回避する事ができるO
リスグ回避の2番目の方法であるリスグの排除法は除去の例としては，次のような例があげられ
る。
1) 危険な商品を生産している企業は，その生産を停止する。
2) 企業は従業員のボーリング・チームあるいは顧客の教育セミナ一行事の後援をとりやめるO
3) 家旅はいままで行なってきたある種のスポーツ活動をやめる。
(2) リスクの回避の短所，長所，および限界
リスクの回避には二つの方法があることが分かったが，この技術としての短所，長所，および限
界についても理解しておく必要がある。
リスクの回避技術のうち，一瞬たりともリスクとのかかわりをもたない完全なリスクの回避には，
リスク・マネジメント技術としてそれ自体の短所はなL、。ただ，技術そのものの短所ではないが，
経営の実際問題としてリスクの回避をしたので、は，他の目的が達せられないため，利用に限度があ
る点に留意すべきであるO この点は， リスグの回避の限界と言うべきかもしれなし、。リスグの回避
技術のうち， リスクの排除または除去の短所は，それはある種の危険の一部分しか完全に除去され
ないことがしばしばあるという点であるO なんらかの危険が引続き存在しつづけることになってし
まうからであるO たとえば，危険な製造物の製造をとりやめた場合にしても，過去に製造販売され
た製品の欠陥に対する生産物賠償責任は， リスクとしての存在が終ることにはならなL、。存在しな
くなる唯一のリスクは，もし商品の製造が続けられたとしたならば，生じたかもしれない危険だけ
であるO 言い換えれば， リスグの回避にはある種の活動または作業に関連したすべての潜在的損失
を除去できない場合が多いと言う欠点があるO したがって， リスクの回避を実施した場合，どの危
険が回避され，どの危険が引き続き存在するかを慎重に確認または見極めることが必要である。
リスグ回避技術には上述のような短所がある反面，長所もあるO リスク回避技術の最大の長所は，
損失の確率をゼロにすることができることである。もし完全な回避が行われれば，最初からリスト
をOにできる。また中途で、リスクを排除または除去するならば，その時点から将来に向かつて，損
失の可能性を除去することになり，やはりリスクをOにすることができる。
リスク・マネジャーは， リスクの回避技術を用いるときは，結果について，何ら疑いをさしはさ
む余地がなし、。すなわち，不確実性は排除することができる。リスクの回避を行えば，処理すべき
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何らのリスクも存在しないか，あるいは存在しなくなるため，他のいかなるリスグ・マネジメント
技術をも応用する必要がなくなるO したがって，回避は自己完結的な技術である。
一方， リスグ・マネジメント技術として， リスクの回避は，時にはきわめて有効であるが，次の
ようなきびしい限界がある。
1) 回避できない場合がある。
の 回避が実行不可能である場合がある。
3) 回避が望ましくない場合がある。
4) 一つのリスクを回避すると，他の新しいリスクが創られることになる場合がある。
それぞれの場合について，簡単に説明してみよう。
① 回避が不可能な場合には，たとえば病気によって健康，あるいは稼得能力を失う場合を言う。
このようなリスクを完全に回避する方法はなし、。
② リスグの回避は理論的には不可能でないにしても，実際上，実行不可能な場合がある。リスグ
の定義が広いほど，このような場合が多い。たとえば，ピルディングを購入または建設しないこ
とによって，新ピル所有に伴うリスクを回避することはできる。しかし， リスクをより広義に規
定し，所有，非所有を問わず，またいかなる事故原因（ペリル〉に起因するかを問わず，ビルの
占有から生ずることのある潜在的な損失，と規定するならば，そのようなリスクを回避すること
は可能であっても，実際には実行できないことは明らかである。同様に企業は，いかなる作業を
も行わないことによって，事業から生ずる一切のリスクを回避することは可能であるが，事業活
動を全く行わない企業は実際にはありえない。最後に，また家計も家庭の活動から生ずるリスク
を，完全に回避することは難しいか，あるいは，不可能と言えよう。
③狭義にリスクを規定し，それを回避することが実際上可能で、あったとしても， リスクの回避が
企業または家計にとって犠牲が大きすぎるため， リスクの回避が明らかに望ましくない場合があ
る。たとえば，新しい工場建設においてそのリスクを回避しようとすれば，企業の利潤増大の機
会が失われ，これは企業経営上望ましくなL、。個人が，自動車の所有または運転に伴うリスクを
回避することは，実際上可能ではあるが，これも魅力ある，あるいは実際的な方法とは言えない
であろう。
④ リスクを狭義に規定するほど， リスクの回避は簡単になる。しかしそのことは同時に満足度
や利益を少なくさせる恐れがあるO なぜならば，一つのワスグを囲避しても，新しいリスクが創
り出されることになりがちだからである。たとえば，顧客に対する製品輸送のために， トラッグ
を用いないことにすれば， トラック利用に起因するリスクを回避することは可能になるが，その
企業が事業を続けようとするならば，他の一般輸送リスグから免れることにはならなし、。その代
りに，自家用車，鉄道，または，航空機などの配送方法を用いれば，それぞれの新しいリスクが
生まれるからである。また，貯蔵リスクについても，倉庫Aから倉庫Bに動産を移動させれば，
倉庫Aにおける特定のリスグは除去できるが，しかし倉庫Bに新しいリスクを生み出すことに
なる。スキーに伴う危険を回避するために，スキーを止めたとしても，個人の健康または稼得能
力の損失というリスクのほんのわずかな部分を除去したにとどまるであろう。スキーを止めてス
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ケートに変えることにしたとしても，狭義に規定したりスクが変わるにすぎない。スケートも，
スキーの場合と形態は異るかもしれないが，カゼをひいたり，骨折して休職中，多少の収入が減
少し費用が崇むというリスクを回避することにはならないのである。
(3) リスグの回避が望ましい場合
リスクの回避にはさまざまな限界があるが，場合によってはリスク回避が，最適なりスク処理技
術となることもある。時にはりスクの回避以外の方法として，保有しか可能性がない場合があり，
その潜在的な損失が余りにも大きくて， リスグ保有が賢明でない場合がある。その他損失の潜在性
が高L場合，損失制御またはリスクの移転が可能であっても，これらの技術を応用する費用が，企
業や家計の支払い能力をはるかに上回るか，あるいは，そこから引き出される利益をはるかに超え
る場合がある。
たとえば，ある製薬会社がある薬品を製造し続ける限り，欠陥製品に対する生産物賠償責任保険
がいくら保険料を払ったとしても，手に入らない場合がある。もし保険以外にリスク移転の手段が
見当らない場合，その巨大な潜在的損害を考えれば，このリスクを保有することは賢明でないこと
になり， リスクの回避が明らかに最も望ましい対策と言うことになる。こうしてこの製薬会社は，
その薬品の生産を行なわないようにするか，あるいは既に製造をしていた薬品であるならば，その
薬品の製造を中止することになるであろう。この薬品に伴なう新しいリスクの創造を回避する一方，
この方法では既に販売された薬品によって既に存在しているリスクを除去することはで、きない。ま
た，同様な状況でも，もし保険が入手可能であっても余りにも保険料が高すぎるとするならば，や
はりリスクの回避が最も望ましい技術となるであろう。
3. 損失制御
リスク・コントロールの諸技術の中で， リスクの回避に続く第二番目の技術が損失制御〈ロス・
コントロール〉である。
損失制御は， リスクを留保しながら損失が発生するチャンスを減少させるか，あるいは損失の深
刻度を軽減させるために， リスクそのものを変えることである。リスクを回避してばかりいては企
業活動は成り立たなくなってしまう。むしろ企業は積極的に担スクを引受け，社会の人々の効用
（満足〉を高めることによって利潤を得ていく必要がある。不確実性やリスクが大きいと，損失を
回避し，生産性を向上させていくことを目的とする現代の経営者は積極的経営ができにくい。その
意味からリスグ・マネジメントが経営に対し重要な貢献をする上で，損失制御はリスク・マネジメ
ントの中核的役割を果たすことになる。
本項においては，まず，（1）事故の因果関係を分析する。次に，（2）損失制御の二つの型である
損失防止と損失の軽減の性質と方法を調べ，（3）損失制御の責任はだれにあるかを考え，企業の安
全に関する社内方針規定書のあり方を示唆する。さらに， μ）損失制御を行うための方法として四
つのステップを説明し，最後に，（5）損失制御と回避および結合との比較を行なうことにしよう。
損失制御にはさまざまな方法，手段があり，その分類方法もいくつかある。多様な損失制御の手
段の中からどれを選ぶのがよL、かを決定したり，各種の手段を分類するには，“事故”の原因と結
果を分析する必要がある。
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(1) 事故の因果関係の理論
事故の因果関係については，二つの理論が知られているO 1) 安全技師であり，産業安全のパイ
オニアであったノ、インリッヒのドミノ理論（1959年〉と， 2) ハイウェイの安全に関する保険研究
所長であったノ、ドン博士の“破壊的エネルギーの発散”の理論 (1970年〉である。
1) ハインリッヒのドミノ理論
ドミノ理論は， H・W・ハインリッヒによって展開された事故の因果関係の理論で，事故とは五
つの連鎖要素の4番目の要素で， 5番目の要素たる傷害をその結果として生じさせるものである，
というものである。図3を見ながらこのことを説明してみよう。
事故の要因は図3のように，将棋倒しになった五つの駒のように考えられるO これら五つの要因
（駒〕は，それぞれの前にある要因（駒〉に関係がある。
図3 事故の要因
災害は先行する災害要因からの連鎖反応によっておきる。
典拠： H.W. Heinrich, Industrial Accident Prevention, 4th ed. (New York: McGraw-
Hill Book Company, 1959), p. 15. 
図4 ハインリッヒのドミノ理論における損失防止
典拠：：H.W. Heinrich, Industrial Accident Prevention, 4th ed, (New 
York: McGraw-Hill Book Company, 1959,) p. 16. 
ハインリッヒの理論によると，
① 身体の傷害は事故の結果としてしか起ることはない。
②事故というものは人間的なハザードもしくは機械的なハザードの結果としてしか起らなし、。
＠ 人間的なハザードも機械的なハザードも人間の過失によってしか存在しえなし、。
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④人間の過失は遺伝によるか，あるいは環境によって与えられるものである。
これらの命題の逆は必ずしも真ではない。特に，事故が起っても傷害が起らないことはありえる
という点がハインリッヒのポイントである。ドミノ理論がいうのは，傷害や物損害があるならば，
五つの要因すべてがかかわっているということである。 5番目の駒が倒れるというのは，最初の駒
が倒れ，次々と他の駒を倒すからに他ならないのである。
ドミノ理論から損失制御についていえることは， リスク・マネジャーが事故の記録やハザード分
析から判断をするとき，傷害を伴う事故だけをみていてはいけない。むしろ，傷害の有無は偶然に
左右されるもので，傷害の有無に関係なくいつでも大事故の起る可能性が秘められているのである
から，傷害のなかった事故を含めて，判断を下す必要があるということである。
ハイリッヒの接近のうち最も興味深く，かつ議論のある点の一つは，結果としての傷害ではなく，
事故そのものが攻撃点になっていることである。ハインリッヒによれば，同じような型の産業災害
330件のうち， 300件はなんらの傷害もなく， 29件はわずかな怪我で， 1件だけが大事故であったと
いう。安全技師は，彼らの記録と損失制御手段において傷害を引き起こさない事故を無視すること
があまりにもしばしばある，と彼は主張する。事故が傷害という結果を引起こすかどうかは，大い
に偶然性に左右される問題であるにもかかわらず，彼らは重傷となるような大事故ばかりにとらわ
れていることを指摘したのである。
ハインリッヒの理論は産業災害から生れたものであるが，産業災害のほか製造物責任，火災予防
などにもよくあてはまる。不可抗力的な天災，蛮行，盗難などにはあまり適当ではない。いずれに
せよ，損失制御の手段を講ずる上で，損失や事故がどのような因果関係によって生ずるかを分析し
て考えることは重要である。
2) ハドシの破壊的エネルギ一発散の理論
災害の主な原因を人間の行動ではなく，物理的な力であるとしているのが，高速道路の安全に関
する保険研究所の所長，ウィリアム・ハドン・ジュニア博士である。ハドンによれば，災害という
ものは，抑制のきかなくなったエネルギーが無機物または有機物が損害なしで耐えられる以上にそ
れらに向けられた結果，起こるとし、う。これらの災害は，関連のあるエネルギーを制御するか，あ
るいはエネルギーが破壊しそうな無機物または有機物の状態を変えることによって防止することが
できる。ハドンは10の戦略を示しているが，その一つ一つは，災害を生ずる条件を抑制するか，災
害を妨げる条件を強化するかどちらかの試みである。この10の戦略に若干の例をつけると，次のと
おりである。
1. エネルギーの形に結集するのを最初から防ぐ。（LSDの生産，車の始動，虎の受胎を防止す
る。〉
2. 結集したエネルギーの量を軽減する。 （輸送ごとの爆発物の量，車のスピード，水泳プール
の飛び込み台の高さなどを減らす。〉
3. エネルギーの発散を防止する。 〈自殺をしようとしている人の飛び降り，および虎の遁走を
防く・。核廃棄物処理。〉
4. エネルギーの源泉からの発散速度または空間的広がりを緩和する。 〈パラシュート，プレー
- 82ー リスク・マネジメントの技術
キ，ボイラーの安全弁の使用。〉
5. 破壊されうる物から，発散されるエネルギーの時間的，空間的広がりを緩和する。 （伝染病
患者の隔離し。子供の出入が頻繁な場所への車両の侵入を禁止するO 鉄道の跨線橋または地下道
を作る。〉
6. 発散されるエネルギーを障害物を置くことによって破壊される可能性のある物から隔離する。
（安全めがね，すね当て，および防火戸の使用。〉
7. エネルギーの基本的な性質を緩和する。 （建物，自動車，玩具などの設計上，角や端を取除
くか，丸くするか，柔らかくする。〉
8. なにもしなければ損壊を被る物を補強する。 （自動車の衝撃抵抗を引上げる。耐火構造の建
築物を建てる。できるだけ多くの病気に対し人々に免疫を与える。〉
9. すでに発生してしまったか，発生しつつある損壊を探知し，評価するために迅速な行動をと
り，その継続拡大を阻止する。（難破船の救助。マウス・ツー・マウスの人工呼吸で蘇生させ
るO 交通事故の負傷者に応急手当を施す。〉
10. 損壊された物を安定した状態にする，あるいは回復させる。（整形外科。手足を失った者の
リハビリテーションO 火事や地震による災害後の改築。〉
ここで，ハインリッヒとハドンの両説を比較してみよう。両説はともに損害につながる経過，道
すじを説明している。ハインリッヒの道すじは，先祖及び社会的環境に始まって損害につながる。
ハドンの道すじは，エネルギーの発展に始まって損害につながるO ハドンの分析は，ハインリッヒ
の災害連鎖における三つめの要因を拡張したものとみることができる。
しかし，ハインリッヒが災害の主な原閣を，物理的な力につながる人間の行動としたのに対し，
ハドンはエネルギー，物理的な力だと強調しているO 例を挙げることによって，両説の違いが明ら
かにされるであろう。時速80kmで走っている車が，道端のがん丈な標識に激突して運転者が重傷
を負い，車もひどく破損したとしよう。ハインリッヒのアプローチによれば，運転者がスピードを
出しすぎたことの誤り及び交通課ががん丈な標識を設置したことの過失が強調される。ハドンのア
プローチならば，スピードを出すことと道路の表面によって作り出されたエネルギーの量が強調さ
れる。つまり，ハドンの説は，誰に災害を起こすような状況の責任があるかということよりも，災
害を取りまく物理的な状況に深く関連しているのである。したがって，ハドンは，運転の習慣や態
度に変化がないままであるとしても，車がもっとがん丈につくられれば事故による負傷は軽くなる
と信じるであろう（一方で、は，エネルギーの発散につながる物理的な状況を是正することが，人間
の行動における変化をある程度必要とするかもしれないが〉。 しかし， ハドンは彼の10の戦略は完
全であり，また災害のすべての原因を詳述したとは断言していなし、。
ハドンは，彼の戦略がどのように人間の危険な行動に適用されうるかということにあまり関心を
払っていないが，それらは適用可能であると思われるO したがって，ハドンの分析には補足が必要
であろう。ハインリッヒ，ハドン両方の分析は，災害の原因とロス・コントロール手段の適用につ
いて包括的な見地を与えるものであり， リスク・マネジャーによって研究される価値があるO
(2) 損失防止と損失軽減
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損失制御技術には損失の防止と損失の軽減という二つの手段がある。
損失防止は損失が発生する機会をできるだけ少なくし，できれば除去しようとするものである。
それに対して損失の軽減というのは，損失が起った場合に，その損失金額をできるだけ少なくし，
企業の財政状態に対する悪影響がないようにしようとするものであるO リスク・コントロールの手
段をこのように損失防止と損失軽減とに理論上は分けるが，実際にはその両方を兼ねる場合が多L、。
一般に防災とか防災計画はこの両者を合わせて考えているように思われるO
(3) 損失制御の組織
1) 損失制御に対するトップ・マネジメントの責任
現在アメリカで安全問題の権威であるダン・ピーターセンは，ハインリッヒのドミノ理論および
人間のとる不安全な行動に主眼をおくことを支持しているO ただしかれは“マネジメントの失
敗”を五つの事故の要素の最初に挙げてし、る。すなわち，すべての傷害の責任はマネジメント一一
経営者（トップ・マネジメント〕の失敗によるものとされる。リスグ・マネジメントに対するのと
同様，損失制御もしくは安全管理についても， トップ・マネジメントの責任を自覚し，その方針を
明らかにすることが必要である。
損失制御に関する責任は，（1）政府，（2）民間の専門機関，および（3）個別企業がそれぞれに分担しあ
っているO 損失制御に対する最終的かつ主要な責任は企業自身に存在する。損失制御一一あるいは
安全活動はリスク・マネジメントの一機能とみなすのが適当であるが，しかし，会社のリスク・マ
ネジメント部門はこの活動にたずさわる部門の一つにすぎず，その地位は単に助言をし相談を受け
る立場にすぎなし、かもしれなし、。この点につき，安全工学の権威井上恭威教授は次のように言って
いるO （「リスクマネジメント」『安全工学』 Vol.21 No. 5, 1982年 pp.315-316〕
「ノ、インリッヒの産業災害防止論にリスクマネジメントとセフティマネジメントのインタフェース
として図5が示されているO Allied Chemical社を訪れたときにリスクマネジメントは図5のよ
うに理解して良L、かどうかを尋ねると，即座にNoと答えて黒板に悶6を画いてみて，中心部門で
統制するのがリスク・マネジメントであるとの答であった。筆者はこの図のなかにでてくる用語に
①リスクの確認
語在危険，損害事故
等純粋的リスク
②リスクの分折と評価
③資金繰りと防災の両面から評価
損害の予測
潜在危険，リスクの軽減
損害の深刻度の軽減
損害事故対策
④資金繰りと防災両面から
意思決定
（ハインリッヒ産業災害防止論よりヲ開〉 図6 Allied Chemical社のリスグ・マネ
図5 リスク・マネジメント安全管理の境界領域 ジメント
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セフティアセスメント
Risk Assessment 
図7 リスクアセスメントのあり方（W.D. Rowe) 
ついては図7のように理解していたので成程と感心した。
図8 DOW社のリスクマネジメント
翌日 DOW社を訪れたときにリスク・マネジメントとは図6のように理解して良いかと質ねる
と，即座にNoと答えて図8のように二つの円をつけ加えて五つの円すべてを実施していくことが
リスク・マネジメントであるとのことであった。」
ことほど左様にリスク・マネジメントの捉え方は各社各様であることがよくわかった。
たとえば，大企業の中には，工事部長，施設部長，安全管理部長，保健室長，火気取扱責任者，
それにリスク・マネジャーを含む安全委員会が，損失制御政策に関する意思決定を行っているとこ
ろもあるO 委員会の構成からして，この会社においてはリスク・マネジャーが多くの防災および軽
減方針の実施を責任者として担当していないことは明らかである。しかし，会社によってはリスク
・マネジャーが損失制御の仕事にもっと直接的に関与しているところがあるO あるリスク・マネジ
ャーによれば，損失制御作業に関するリスグ・マネジャーの監督責任がなんであれ，次の点は，こ
の分野における最小限の責任であるといわれる。
①すべての危険状態を含むように損失制御の概念を拡大することO
② さまざまな安全手段と損失制御手段が保険費用に与える含みについて情報をとり他の人々に
知らせることO
③保険料費用が，会社の安全および損失制御努力の成果を確実に反映するようにさせること。
④ 良きにつけ，悪しきにつけ，安全および損失制御の結果に経営陣の注意が向けられるように
し，効果的な損失ないし経費の軽減手段が，組織中に知られるようにすることO
2) 損失制御に関する方針規定書
これらの点を実効のあるものにするために， リスク・マネジャーは， トップ・マネジメントの承
認を受けた“損失制御に関する方針規定書”を全社に周知徹底させることが望ましし、。この方針規
定書には次の8点を盛り込むべきであるO
① マネジメント（経営者〉の損失制御に関する意図はなにか。
② どういう活動を対象とするか一一一職場の内と外の安全，財物損害の制御，賠償責任の制御が
すべて入るのか。
- 85 -リスク・マネジメントの技術
責任者はだれか。どのような責任をどこまでとるのか。
執行権限はだれにあるか。その権限の範囲は。
損失制御の専門職の役割はなにか。
もし社内安全委員会があるとすれば，その役割はなにか。
損失制御に対して期待される達成基準はなにか。
??????
達成基準が満たされたかどうかの評価方法をどのようにするか。
トップ・マネジメントが認めて出した“損失制御に関する方針規定書”を作成することが望まし
＠ 
トップ・マネジメントが承認した“リスク・マネジメントに関ずる方針規定書”のメリい理由は，
ットと同じであるO すなわち，
トップ・マネジメントが損失制御の性質と重要性を認識する。
かれらが関与することによって，損失制御の専門職が他の社員を説得し，行動に結びつける
① 
② 
効果を高めるO
③ 経営者には会社の損失制御がどの程度に行われているかを測る基準ができるO
わが国の企業には，まだリスク・マネジメントが一つの職能として定着している例は少なし、。と
リスク・マネジメントのアイデアは，一つ一つの企業においてトップ・マネジメントの理
かれらの意思決定を経て実施に移されることが順序として必要で、あろう。それでは， 加、ー
すれば，
解を促し，
トップ・マネジメントに理解させるののような方針規定書を本当に｛乍る必要があるということを，
そのような正当な理由が本当にあるのだろうか。
メーア／ヘッジズ両教授は， トップ・マネジメントがこの点に真剣な配慮をすべき経済的，法律
的，社会的な理由があるという。経済的理由は，ハザードと損失を制御すれば，会社の経営効率と
収益力は高まるとする。損失制御の手段によっては，コストの方が高くつくこともあるが，多くは
コストを上回る利益をもたらす。法律上の理由は，一定の損失制御手段を講じない経営者に対して，
にはどうしたらよいだろうか。それよりもまず，
アメリカ
その法律の定める基準に従わない場合，
までの禁固刑が課されることになっているO 社会的な理由は，人身事故や財産損害を防止または軽
1万ドルまでの罰金もしくは6カ月
罰金や，場合によっては入獄刑までも課されるようになっているからである。たとえば，
の職業安全衛生法は，
減するためにあらゆる合理的な手を打つことは，企業の社会的責任であるとするものである。
(4）損失制御の4段階の方法
損失制御をリスク・マネジャーもしくは安全管理者が行う場合，次の四つのステップを踏む必要
があるO
損失とハザードの分析
会社にとってどのような事故が起きているか。① 
② 事故が起きる原因となったハザード（危険な状態〕はなにか。それらは将来も損失をもた
らすハザードではないか。
この分析の基礎資料となるものは，社内の事故報告書とその分析であるO
最善の技術を選ぶ。
第2のステップは，損失制御の諸技術の中から最善の技術を選択することである。最善の技
2〕
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術というのは，費用対効果の関係が一番望ましいもののことである。
3) これらの技術を実施に移す。
4) その成果を監視する。
(5) 損失制御：＼）スクの回避および結合との比較
リスグ・コントロール型の保険以外の移転は， リスクの回避・損失制御および結合と同様， リス
グそのものを処理するリスク・コントロール技術である。このため既存のリスグを除去する事によ
って得られるリスクの回避と保険以外の移転を区別する事は難しい場合が時々ある。しかし，危険
が除去される場合， ロスクは誰にも存在しなくなる。保険以外の移転の下では，危険は引続き存在
するが，その心配が他人に移る事になるのである。
損失の制御および結合は， リスクの発生頻度および深刻度を軽減するか，あるいはりスクそのも
ののいくつかの特徴を修正する事により， リスクの予知能力を改善する事を目的とする。
リスク・コントロール型の保険以外の移転は， リスクそのものを修正するものではない。すなわ
ち，物または活動それ自体に変化はなし、。そのかわり， リスクそのものが第三者に移転されるので
ある。
4. 結合によるリスク予知能力の向上
リスクの回避ならびに損失制御に続く三番目のリスク・コントロール技術は， ロスクの結合であ
る。結合は損失制御の手段とはちがう。なぜならばそれは損失の確率あるいは損失の深刻度のいず
れをも減少させるものではなし、からである。しかし，結合は損失にさらされる危険単位の数を増や
す事によって， リスク・マネジャーが将来の損失経験を予知する能力を高める。その結果，予想と
結果のくいちがし、とも言える Fスク（変動〉を小さくする効果をもつものである。
分離とは対称的に結合は，ひとつまたはわずかの現存する危険単位を多数の危険単位に分割する
ものではない。そのかわりに危険単位を更に獲得する事によって，危険単位の数を増やそうとする
ものである。たとえば，積荷を出荷している企業は，
(1) 小口の出荷の数を多くする事によって危険単位数の増加を図ることができる。
(2) もうひとつの似た様な会社と合併する事によっても，積荷の数を増やすことができる。
(1）の例はリスクの分離手段によるものであり，（2）はリスクの結合手段によるものである。
リスクの結合は，純粋リスクの予知能力を高めることだけを目的にして行なわれる事は実際には
ほとんどないであろう。むしろ， りスクの結合はその他の目的を達成する為にとられた行動の副産
物として生じるのが普通である。たとえば，タクシー会社が新しいタクシーを購入したり，様々な
事業上の理由から他のタクシー会社と合併する事がある。この場合，動機はともあれ，その結果は
タクシーの数が増える事になり，より多くの危険単位が存在することになる。この危険単位が増え
たことによるひとつの結果は，将来の損失経験の予知能力が高まるという事である。
損失経験の予知能力を高める上での分離または結合の効果はあまり強調しすぎではならない。そ
れは，（1) たとえささやかな予知規準であっても，それを満足させるために必要になる危険単位の
数はかなり大きいものであり，（2) ほとんどの企業は危険にとって損失の予知能力の正確さを相当
程度改善するためには，危険単位の数を相当大幅に増やさなければならない。これらのことから現
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実には実現が困難であるため， リスク・マネジメントの技術として， リスクの結合および分離が実
効をもつには限度があるということがわかるO
5. 分離によるリスク予知能力の向上
リスクの回避，損失制御，ならびにリスクの結合に続く四番目のリスク・コントロールの技術が，
リスクの分離である。リスクの分離とは，損失にさらされている価値を持った物，人，活動を，よ
り小さな独立の単位もしくは集団に細分化する事であるO たとえば，以前に積荷を1台のトラック
で輸送していた企業が，大量の積荷を20の小口荷物に分けそれぞれを違ったトラックに載せて運ぶ
ことにする場合であるO これは1台のトラックの麗荷が破損した場合に生じる最大の損失が，各ト
ラックに載せた価値が，もとの価値の5%に減じられているため， 95%軽減されるとL、う損失軽減
の手段であるともみなすことができる。これが分離の主たる目標になることもしばしばあるO すな
わち，一事故における蓋然的最大損失（プラウティの言う maximumprobable loss）の規模を
制限することが分離の目的である。
もし1台の代りに20台のトラッグで輸送をするならば， 20倍のトラッグが貨物を運ぶことになる。
そのため，積荷の期待損失件数は実際に20倍に増える。他の条件がすべて等しいならば，期待損失
件数の増大は，期待損失の深刻度の減少と相殺され，長期的に見た平均期待損失総額は変わらない
であろう。しかし，短期的に見るならば，年々の総損失額の変動が小さくなるので，予知能力は増
大する。予知能力が増大することによって， リスク・マネジャーは実際に発生する損失の資金繰り
がしやすくなる。予知能力が増大するということの根拠は，大数の法則にある。
6. リスク・コントロール型の保険以外の移転
リスク・コントロールの5番目の技術は， リスクの制御を目的とする保険によらないリスクの移
転であるO リスク・マネジメントにおいては，保険は被保険者が損失の危険のもつ財務的影響（リ
スグ）を保険者に移転できるようにするひとつの技術であるとされるO しかし， リスク移転のすべ
てが保険に関係するとは言えない。リスクの移転には， リスク・コントロール型のものと， リスク
・ファイナンシング型の2種類のものがあるO ヌド項で扱うのは，前者のみである。
このように保険以外のリスクの移転の中には， リスク・コントロール手段に入るものがあるO リ
スクの回避，損失の制御，結合，および分離と同様に，これらの保険以外のリスク・コントロール
型の移転技術は，損失の発生頻度損失の深刻度または潜在的損失の変動を軽減しようとする努力の
中で，企業の危険そのものを変更するものであるO 保険以外のリスク・コントロール型手段となる
リスクの移転には，次の様なものが含まれるO
(1）所有しているピルの売却または譲渡
(2）建設工事の一部を下請に出すこと
(3) ある生産商品を他社に売ること
(4) 責任免脱約款（unexculpatoryagreement or hold harmless agreement) 
リスク・コントロールの技術として，保険以外のリスク移転技術が使われる場合，その目的は，
リスクを変える事であるO このリスク移転が効率的に行なわれた結果として，ある種のリスクには
次のうちいずれカ・ひとつの効果があらわれる。
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(1）損失の発生頻度が低くなる。（2) 損失の潜存的深刻度が低くなる。（3) 損失の予知能力が高
まる。
保険以外の移転は，移転の対象とされる財産，人または活動にかかわるすべてのリスグを排除す
る事にはならない。この点によく注意することが重要である。リスク・コントロール型のリスク移
転技術を用いるとき， リスク・マネジャーは移転された具体的なリスクと移転されずに残っている
リスクとを識別する必要があるO
これらを下記の実例に即して説明すると，より理解しやすいであろう。
(1) ピルの売却の場合
この不動産の移転は，その不動産に係わるほとんどの財産および損害賠償責任のリスクを新しい
所有者に移転する。所有リスクは今や新しい所有者に存在する事になるO 売却したにもかかわらず，
売手は売却以前にその不動産に生じていた活動，または売却した不動産の欠陥による損失のリスク
からは免れなし、。もし売手がその不動産の占有者（店子〉として留まっているならば，多くのリス
クは変わらなし、。しかし不動産に係わるいかなる損失の確率も，売却後は売手にとって低くなるO
(2）建設工事の一部を下請に出す場合
建設業者が自分でもできる仕事の一部を下請を雇用してやらせる場合，建設業者はその特定作業
に関連する損失のチャンスを下請に移転することになるので，白からのリスクを大きく軽減できる
ことになるO
(3) 製造工程を他者に売却する場合
生産活動が他社に移転される場合，生産活動に従事する労働者に対する災害のチャンスも移転さ
れるのが普通であるO
(4) 責任免脱約款（ホールド・ハームレス・アグリーメント〉
責任免脱契約とは， リスクを移転された者が，本来ならばリスクを移転した者の責任となる筈の
財産に対する損失，またはリスクを移転させた者に対し， リスクを移転した者の責任を追求しない
ことを約定するものであるO たとえば，外科の手術をする場合，外科医は患者に対し，手術が万一
失敗した場合でも外科医に対し， L、かなる損害賠償をも追求しないとし、う合意書に署名するよう要
求することが頻繁に行なわれているO リスクを移転された側で－ある患者は， リスクを移転する側で
ある医師に対し，自分の身体傷害に対する責任を間わない事に合意する。外科医の立場からみるな
らば，この責任免脱条項はリスクを変更する事に合意する。外科医の立場からみるならば，この責
任免脱条項はリスクを変更する事になるので， リスク・コントロール型の移転と言えるO 患者から
訴えられるチャンスが大きく減少されるからであるO しかし責任免脱の合意も守られないことも
あるので，この技術によってリスクが完全に除去されるということにはならなし、。
第3節 リスク・ファイナンシングの技術
1. リスク・ファイナンシングの技術の性質
リスクはー且確認されたならば，合理的に処理する必要がある。リスク処理のために回避という
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リスグ・コントロールの技術が使われ， うまくいった時にはその特定のリスクはもはや存在しなし、。
そのリスクによって損失が生ずる確率はゼロになるO 回避されていないリスクは，たとえその他の
リスク・コントロール技術が使われたとしても，損失をもたらすことがある。もし，損失が起れば
社内資金あるいは外部資金を利用して損失の穴埋めをしなくてはならなL、。これを損失の資金調達
（ファイナンシング〉とし、う。損失が生じた場合にどのように資金調達をするかについては，事前
に計画を立てることが必要であるO したがって， リスク・ファイナンシングは実際に生じた損失の
支払いと同時に，起こるかどうかわからない損失に対する計画をも取り扱う。
リスク・ファイナンシングには三つの技術があることはすでに簡単に紹介した。リスク・ファイ
ナンシング型保険以外のリスクの移転，保険，および保有であるO 保険以外のリスクの移転は二手
に分かれる。保険以外のリスクの移転のうちいくつかはリスク・コントロールの技術に入るが，そ
の他の保険以外のリスク移転はリスク・ファイナンシングの技術であるO
リスグ・マネジメントのもっとも重要な道具の一つである保険は二番目のリスク・ブァイナンシ
ング技術であるO 本節では保険事業または保険担保内容を分析するのではなく， リスク・マネジメ
ントの一つの技術としての保険を検討する。リスク・マネジメントの一手段としてみた場合，保険
は次のように定義される。すなわち，「保険は保険以外の移転と重大な相違をもっ特別なリスク移
転技術であるJと。
もし潜在的な財務的損失が回避または移転されないならば， リスク・マネジャーはそのリスクを
保有することになるO 損害が発生した場合には不可避的に損害を社内的に負担することになるO 保
有の議論においては，保有とリスク・マネジメント諸技術との関係，積極的（計画的〉保有および
消極的（無計画的〉保有との違い，保有の利用が必要または有利な諸条件および保有の長所ならび
に短所を取り扱う。保有の意思決定および実際に発生した保有損失を処理を処理するための資金調
達の方法についてもその若干の指針を示す。保有はリスク・マネジメント技術の中で最後に説明さ
れるが，それはリスグ・ファイナンシング技術として重要性が一番低いというわけで、はなL、。最後
に取り扱う理由は保有は最後に残される技術（residualtechnique〕だからである。リスグが他
のリスグ・マネジメント技術の一つ以上によって完全に処理されないならば，残りのリスクは保有
される。リスク・マネジャーがすべてのリスグを回避しないならば それは実際には不可能なこ
とである－，なんらかの損失が起こりうる。これらの損失の財務的影響が保険または保険以外の
移転によって移転されないならば，残りのリスクについては内部的に保有せざるを得なL、。
保有は他のすべての方法を試みた後に初めて検討すべき最後の手段的な方法ではない。保有がリ
スクの全部または一部を処理する最善の方法であることもしばしばあるO 潜在的な損失を第三者に
移転する強い根拠がないならば， リスクを常に保有すべきであると考えられる理由もあるO
本節における議論はほとんどがリスク・ファイナンシングの様々な代替的方法を取り扱うことに
なるO 様々なリスク・ファイナンシングの方法の長所および短所を検討し，様々な技術の中から意
思決定をする場合の指針も示すO しかしどの方法を利用するかを決めるだけで十分というわけで
はなし、。意思決定は効率的に実施・統制されなければならなL、。
2. リスク・ファイナンシング型の保険以外の移転
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(1）契約によるリスグ移転の型および例
ひとつのリスクから生ずる潜在的損失の責任のみを移転する保険以外の移転は保険に類似してい
る。保険以外の移転も保険もともにリスク・ファイナンシングの技術である。保険以外の移転が保
険と違う点は次の4点に見出される。
保険以外の移転は，
① 法律上保険とは見なされない。
②保険者が販売するものではない。
③ それらは通常他の事柄を主として取り扱う契約の中のとりきめである。
④重要なリスクのプーリングが行われなし、。
これらの相違点については本節の後の方で詳しく説明する。
典型的な保険以外の移転は被補償人と呼ばれる契約当事者の一方が補償人といわれる他の一方か
ら約束をとりつけることである。補償人は本来被補償人が負担するはずの，あるリスクによる潜在
的財務的損失の一部または全部を負担することを約束する。この約定を通じて被補償人はこれらの
潜在的な財政損失を補償人に移転したことになるO
リスグ・ファイナンシング型保険以外の移転の例を考えてみよう。保険はリスグそのものではな
く損失の財務的結果のみを移転する技術であるが，保険以外の移転はさまざまな形態をとるO ひと
つの契約でリスク・コントロールの技術とリスク・ファイナンシングの技術の両方を含むものもあ
る。契約がなければ補償人の責任となるはずの補償人の身体または財産に対する損失の責任から被
補償人を解放する条項はリスク・コントロール型の移転で、ある。これは責任免脱約款のような契約
である。一方，契約がなかったならば被補償人の責任となるはずのとりきめは，損失補償契約でリ
スク・ファイナンシング型の移転である。もし補償人がその皆務を満足させない場合には，被補償
人が第三者に対するこれらの補償をする必要がある点は変わらなし、。契約がなければ補償人が責任
をもたなかったはずの被補償人の身体または財産に対し，補償人に責任を負わせるとりきめもリス
ク・ファイナンシング型の移転であるO 企業法人の組織形態は損失移転の一手段と見なすことがで
きる。しかし，たいていのリスク・ファイナンシング型の損失の移転は次のような契約の形態をと
っている。
(1) 賃貸借契約（リース〕
(2）建設請負契約
(3）委託契約
(4) 販売・供給・サービス契約
(5）保証契約
これらの代表的なリスク・移転の例について簡単に説明しておこう0
1) 企業の組織形態
法人は損失を移転するのに多くの機会を提供する。株主の責任は彼らの投資した金額に限定され
ることはよく知られているO また所有者でない金融機関などの信用供与者は，企業の負債が資産を
上回るリスクを負担することもある。そのような逆転現象は，通常投機的損失のために起こるので
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あるが，しかし深刻な財産損失または損害賠償責任などの，純粋リスクによる損失に起因する場合
もある。
今まで法人化されていなかった事業を法人化することも，自営業者が新たな株主と一緒に会社の
リスクを分担することを可能にする。個々の株主は自分の持っている株式を売却することにより，
彼らの所有リスクを移転することもできるO
2) 賃貸借契約
住宅とか事務所用ビルの賃貸借契約は家主と店子の聞の関係をとりきめたものである。賃貸借契
約は通常の法律上の責任関係を変更するものであるO 賃貸借契約の下では，家主が店子の過失によ
って生じた物的損害に対し責任を負うこともある。そのような場合，店子は家主に対し潜在的な財
務上の損失に関するリスグを移転したことになる。店子は本来責任のある損失の支払いを免れるの
であるO これはリスグ・コントロール型の移転で、あって， リスク・ファイナンシング型の移転では
ない。しかし家主が店子に対し責任を移転するのがもっと一般的である。通常の賃貸借契約にお
いては，店子が賃借した施設を契約期間の終了時に自然的消耗による損失は除き，それを賃借し始
めた時と同様な状態で返還することを約定するのが普通であるO 損害の原因が，故意，過失，第三
者による場合あるいは不可抗力による場合であっても関係がなL、。この移転は店子が家主の損失の
資金繰りをすることに同意しているため， リスグ・ファイナンシング型の移転といえる。
借地借家法においては，もし賃貸家屋が偶然な物的損害によって居住不能になった場合，店子は
引きつづいて家賃を払わねばならないことになっている。ただし別段の定めによって店子はこの責
任を免除することができる。その場合の潜在的損失は家主に移転されることになる。これはリスク
・コントロール型の移転といえる。貸家の賃貸借契約は通常店子が家賃の支払いを継続しなければ
ならないかどうかを規定する条項を含んでいる。潜在的損失のリスクが家主から店子に，あるいは
店子から家主に対し移転されるかどうかは，賃貸借契約の条件によるものである。それらの規定が
ない場合には，借地借家法の規定に従うことになる。この場合のリスク移転が， リスク・コントロ
ール型移転であるか，あるいはリスク・ファイナンシング型移転であるかは，その移転が本来支払
い責任のある当事者の支払い責任を免脱するか，あるいは通常支払いの必要のない責任を当事者に
負わせるかどうかによって変わってくる。
第三者に対する身体傷害または財産損害に対する賠償責任は過失責任主義に基づく。しかし賃貸
借契約のもとでは店子が賃借した物件から生ずる身体または財産損害に対し家主を補償し，家主の
責任を問わないのが普通であるO
もし家主が主張できる場合には店子は家主に課せられた損害賠償責任を負担することによる財務
的な影響を負担することになるO 法律的な意味においては損害賠償責任は家主のものであるが，こ
のような損害賠償のために家主が損失を被った場合，店子が財務的に穴埋めすることを約定したこ
とになるのである。それが極端な拡大解釈がされると，店子，家主あるいは第三者に過失があった
かどうかにかかわらず，店子の責任になることもありうる。国によってはそのような広範な責任の
移転を禁止しているところもあるO ときには店子が強い折衝力をもった立場にあるため，店子自身
の損害賠償のリスクを家主に一部移転することができることもあるO
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3) 建設工事請負契約
不動産の所有者と建設業者の聞の建設工事請負契約は，通常次のようなリスクに関する問題も取
扱かっている。
(1）建設中のピルに対する損害の責任は誰が負うか。
(2）建設過程に生じた第三者に対する損害賠償責任は誰が負うか。
すなわち，建設工事請負契約は通常リスグ・ファイナンシング型の移転であるO 建設中の不動産に
対する損害の責任は，建設者にあるとするのが普通である。民法上建設工事請負業者は通常，責任
を負わされることになるが，建設工事請負契約においてはこの状況が一層はっきりと明記されてい
るO また場合によっては，不動産の所有者の負担となる潜在的な損失についても，移転する場合が
ある。
不法行為法上，不動産所有者が請負業者およびその従業員ならびに請負人の過失行為に対して責
任を問われる件数や状況が増大する傾向にあるO 建設工事請負契約は所有者の潜在的賠償責任を請
負業者に移転したり，またその逆に請負業者の潜在的賠償責任のうちいくつかを所有者に移転した
りすることもできるO
4) 寄託契約
われわれの日常生活には，借家，貯蔵，洗濯，修善，物品の輸送など，他人の財産を一時的に保
管する場合があるO このように，ある人が他人の財産をその人のために保管することを約束して，
その物を受け取ることを寄託と呼ぶ。保管を頼む人を寄託者といい，保管を引き受ける人を受託者
とし、う。
受託者の管理下にある聞の財産損害に対する寄託者および受託者の相対的責任は寄託の性質によ
って決まる。もし一時的な財産の移転が寄託者のみの利益になる場合（たとえば，隣人が休暇をと
る場合に無料でその愛玩動物を飼育し，世話する場合〉，裁判所は受託者に対しわずかな注意を行
使するよう求めるだけであるO 反対に商事寄託ゃある種の有償寄託のような寄託契約において，受
寄者だけの利益となる場合には，受託者はし、かなる損害に対する賠償責任をも回避するため，その
財産について特に注意しなければならない。典型的な商業的寄託契約においては両方の当事者が利
益を受けるO 受託者は，寄託された財産が通常自分自身の財産に対して用いるのと同様な注意を行
使しなかった場合に生じた損害に対し賠償責任を負う。
寄託契約は寄託の性質によって要求される注意義務の度合が変わる。たとえば，
(1) 駐車場の管理者は顧客の車内から盗まれた動産に対しては何らかの責任を負わなくてもよし、。
(2) 製品の最終仕上げを下請に出し，他の会社の工程を使用している製造業者は，施工の拙劣に
起因する場合以外の商品に対する損害賠償責任からその下請会社を免脱する。もし加工業者の
施設構内にある聞に製品が火災によって消滅した場合，製造業者は，たとえその火災が加工業
者の過失に起因するものであったとしても，その損失を負担する。
(3) 洗濯業者， ドライ・クリーニング業者および冷凍倉庫業者などの受託者は，顧客との関係を
ょくするため，寄託契約において民法上の損害賠償責任の有無にかかわらず，顧客の物件に対
する損害を補償する責任を負うことがしばしばあるO
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(1）と（2）の例において潜在的財産損失は，受託者から寄託者に移転されている。 3番目の例は寄託
者から受託者に対し潜在的損失を移転している。（1),(2）はリスク・コントロール型の移転であり，
(3）はリスグ・ファイナンシング型の移転である。
5) 財貨およびサービスの供給契約
財貨およびサーピスの配達に関する契約は，財貨またはサーピスの取り換えまたは修繕に対する
責任及び欠陥製品またはサービスから生ずる賠償責任を移転する。責任は契約上，売り手から買い
手に，あるいは買い手から売り手に移転される。あるいは製造業者または加工業者から流通業者に，
あるいはその逆に移転される場合がある。それらがリスグ・コントロール型またはりスク・ファイ
ナンシング型の移転のいずれかであるかは，当事者の一方が当人の財産に対する損害賠償責任を他
の当事者に対し免じるかどうか，あるいは当事者の一方が他方または第三者に対し何らかの支払い
をすることに同意するかどうかにかかっている。
売り手はしばしば保守サーピスを行うことを顧客に約定する保守条項を付けて売り出すことがあ
る。この保守条項は一定時間内に製品に欠陥が生じた場合，その製品の再調達を含むように拡大す
ることもできる。こうして買い手はいくつかの潜在的損失に対し保護を受けられる。自動車の損失
補償条項はこのような補償範囲の拡大を示す例である。
最も普通のリスク移転条項のひとつは，鉄道の引込み線契約に見られる。もしある企業が鉄道の
幹線からその施設構内に続く引込み線を欲する場合，鉄道会社はその会社が引込み線の利用または
存在に起因して生じた人身事故または物的損害に対し，鉄道会社に責任を問わないよう条件を要求
することはほぼ確実に慣行化されている。
6) 保証契約
保証人は保証をした相手である主たる債務者が，約束したこと，すなわち債務を履行しないとき，
主たる債務者の代わりにその債務を履行する責任を負う。保証契約は身元保証，商事保証などさま
ざまな形態をとるが，建築の請負契約などの履行保証が典型的である。この場合，ピルの発注者は
被保証人と呼ばれ，建築を一定の期日までに約束した金額で完成し，引渡すという行為の履行を約
束した建築業者が主たる債務者で本人と呼ばれる。保証に立った商社または銀行などが保証人と呼
ばれる。保証人は本人の主たる債務に関する利息，契約金，損害賠償などを含めて，責任を引受け
る。保証契約によって，債権者，すなわち保証契約における受益者である被保証人は，本人の債務
不履行による潜在的損失というリスクを保証人に移転することになる。保証契約は常にリスク・
ファイナシング型の移転である。
(2）保険以外の移転の長所と短所
リスグ・マネジャーの見地からすれば，保険以外のリスクの移転には次の4つの長所があると考
えられる。
1) 保険以外の移転によって， リスク・マネジャーが保険によって移転できないいくつかの潜在
的損失を移転できる。
2) 保険以外の移転は，保険よりも費用がかからない場合がある。
3) 保険以外の移転は，特定の状況に合わせて契約し，利用することができる。
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4) 保険会社以外のリスク引受人は，損失制御をしやすい立場にあるので， リスクを移転しても
比較的安心できる。
一方，保険以外の移転は次のような重大な限界もあることに留意する必要もある。
1) 移転はリスク・マネジャーの意図に反してそれほど完壁でないこともありうる。
2) 契約文言が不完全であり，もし契約があいまいであるならば，裁判所はその条項をリスクの
引受人に有利なように解釈する傾向がある。たとえ文言が明噺であったとしても，裁判所は，公序
良俗に反するか，あるいは，そのような移転を禁止する特定の法律を根拠に，広範囲なリスクの移
転を無効と判断することも時々ある。
3) もしリスクの移転が特定の状況にあわせて行われた場合，裁判所がその契約文言をどのよう
に解釈するかを決定する前例がなく，不確実性が大きい。
4) 保証人（リスグを移転された人〉が，損失の支払いをすることが出来ない場合， 被保証人
（リスクの移転者）は，責任を免れることができない。ほとんどの保険以外の移転においては，危
険単位のプーリングが行われないため，保証人は損失の経験が相当大きな変動にさらされる（この
短所は，責任免脱約款にはあてはまらない。なぜならば保証人は，自分自身の損失の資金調達が出
来ないならば，困るのは自分自身だからである。被保証人は， L、かなる責任をも免れるからであ
る。〉
5) 保険可能な損害に対する一部の責任を移転するにもかかわらず，保険以外の移転は，保険の
コストを軽減することが出来ないかもしれなし、。保険者は文言の有効性，または保証人の財務的健
全性を疑問視するため，そのような移転に対しなんの評価もしないことが時々あるからである。一
方保証人は，契約上引き受けた責任が重くなるため，その保険料率が高くなることもある。
6) リスクを引受けた人が，たとえ損失制御がで、きたとしてもそれにはおのずから限界があるた
め，十分なリスク移転の効果が期待でききないこともあるO
(3) 保険以外の移転利用上の理想的条件
メーア／ヘッジズ両教授は，保険以外の移転技術を用いる理想的状況を次のように列挙しているO
1. リスクの移転者および， リスクの引き受け人との聞における損失の配分が明らかであいまい
さがないこと。
2. 損失の引き受け人が，迅速にその財務的債務を満足することができ，その意志を持っている
こと。
3. リスクの引き受け人が，それぞれの負担する損失の軽減および統制に対し重要な権隈を持つ
てし、ること。
4. 損失が他の同じように安全なリスク負担の方法と少なくとも同等な効率すなわち経費がかか
らないが，利益があがるものであるという根拠に立って移転されること。
5. リスクの移転価格が，移転する方もされる方にも両方に魅力的な価格で移転されること。
(4）保険以外の移転の積極的利用と消極的利用
保険以外の移転には積極的利用と消極的利用がありうる。契約に責任免脱条項（ホールド・ハー
ムレス・クローズ〉を挿入するか，あるいは履行保証契約を結ぶことを主張することによって，潜
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在的損失を他者に移転する企業は，この技術を積極的に使っていると言える。既存の契約に盛られ
ているこれらの条項を取り除くよう相手を説得するリスクの引き受け人は，防衛的にこの技術を使
っていることになる。それは，一旦引き受けた潜在的損失のリスクを他者に移転しなおしているか
らであるO 自分の会社がリスクの引き受け人とされる契約の中にある責任免脱約款（ホールド・
ームレス・グローズ）を差しはさませないようにする企業は， リスクの回避技術を使っているので
ある。なぜならば，それはリスグとかかわりを持たないようにすることになるからである。
3.保険
リスグ・ファイナンシングのー技術として保険は重要な道具である。そこで， リスク・マネジメ
ントの見地から正しく保険を理解する必要があるO しかし，残念ながら，保険については，一般に
認容されている概念的な定義が統一されていなし、。本稿においては暫定的なものとは言え，次のよ
うにリスグ・マネジメントの技術および仕組みとしての見地から保険を定義し， リスク・ファイナ
ンシングのー技術としての長所および短所を，保険の便益とコストに分析してみることが必要で
ある。しかし，この分析には広く受け入れられているいくつかの要素を織り込む試みはなされてい
る。
(1) 保険の概念と定義
リスク・マネジャーの見地から見れば，保険は被保険者である経済主体から保険者に潜在的な偶
然損失の財務的影響を移転することを可能にする一つのリスク・マネジメント技術である。保険は
また保険契約によって与えられる保護をも意味する。
これらの定義はいずれも，保険と保険以外のリスク移転手段を区別できるものではなし、。その区
別のできるのは保険の仕組みにほかならなし、。
(2) 仕組みとしての保険の定義
一つの仕組みとして見れば，保険は一つの社会的施設であって，二つ以上の経済主体（一般には
二つよりはるかに多いのが普通である〉が，一つの基金に拠出をすることを約し，その基金からの
保険者が偶然な損失を被った拠出者に対し，ある種の現金の支払いまたは，ある種のサービスをな
すことを約する仕組みである。仕組みとして保険は，次の諸点において，たいていの保険以外の移
転と区別することができるO
1) 保険者は多くのリスクをプールもしくは結合する。
2) 被保険者は現金給付またはサーピスがなされる基金に対し拠出をする。
3) 保険契約はリスクの移転のみを取り扱う。
これらの特徴のそれぞれについて簡単に説明しよう。
1) リスグがプールされる
保険以外の移転手段と保険との違いはどこにあるか。これらの抜術を最もよく区別する特徴は，
移転されたリスクがプールされるかどうかである。保険者が少なくとも二つの経済主体，実際には
はるかに多くの経済主体から，同質的なリスクの移転を引き受ける点であるO すなわち引受けるリ
スクが単数か複数か，あるいは少数か多数かの相違と言ってもよし、。しかし，この相違は度合の差
であるにすぎなし、。保険以外のリスク移転の引き受けの中には，就中，二つ以上の経済主体から移
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転を受けるものもあるO 実際， L、くつかの保険以外のリスグの引き受け人がし、るが，かれらは，小
さな保険者よりも多くの契約を引き受けている者がある。これは，まれなことではあるが，ただ1
人の保証人と取り引きをする引き受け人の数は， 1人の保険者と取り引きしている被保険者の数よ
りは，はるかに少ない傾向があるO （ひとつの例外として保証会社がある。〉
2) 被保険者が基金に対し拠出をするO
保険のもう一つの顕著な特徴は（これは部分的には保証事業にも言えるが〉，被保険者が給付が
なされる基金に対し反対給付（対価〉を拠出するか，あるいは拠出することを約定する点である。
ほとんどの被保険者が，彼らの受ける保護に対して確定前払い保険料を支払っているが，中には，
少なくともコストの一部を後から支払う約束をするものもあるO この約束になる保険料の支払いは，
保険期間中における被保険者の損害率に基づく割増の保険料あるいは保険基金全体の損害率に基づ
いた調整金で、あるO ほとんどの保険以外の移転においては，保証人は保証の約束の見返りとして，
被保証人からし、かなる金銭を受け取ることもない。保証人は契約上の約束を履行するために，自ら
の資金に頼ることになっている。保険以外のリスク移転の引き受け人と同様，保険者は現金給付を
なすか，あるいは，破損したガラスの修繕あるいは，損害賠償請求の調査および防衛などのような
サービスを給付するかのいずれかであるO
3) 保険契約は， リスク移転のみを扱う技術である。この点で保険はほとんどの保険以外の移転
と違う。保険契約はリスクの移転のみを扱い，その他のことは扱わなし、。保険以外の移転は財貨の
販売，施設の賃貸借，あるいはピルの建設などのような，その他のことを主として扱っている契約
に含まれる条項の中に表わされるのが普通で、ある。
(3) 保険技術の便益
保険技術は数多くの重要な便益を提供する。社会に対する貢献も多いが，ここでは，リスク・マネジャ
ーの見地から個々の被保険者が保険の購入によって車接享受できる便益に限って検討してみよう。
被保険者に対する保険技術の便益は次のように整理されるO
1. 損害に対する給付
2. 不確実性の軽減
3. 保険事故が発生するとしないとにかかわりなく提供されるさまざまなリスク・マネジメント
－サービス
1) 損害の支払い
保険の最も明白な便益は，保険契約上の損害を被った被保険者に対し，あるいはそれに変わって
ある種のサービスを提供することである。保険金（現金給付〉またはサービス（現物給付）が利用
できるため，被保険者は損失発生後のリスク・マネジメントの諸目的を達成することができる。損
害の支払いという保険の効果が， リスク・マネジメントの諸目的にどのように貢献するかを調べて
みよう。それによって， リスク・マネジメントによって保険がいかに重要な便益を提供するかを理
解できるであろう。
①存続 もし損失が異常であった場合には，保険は企業の存続にかかわってくる。
②作業の継続保険は，被害物件のより迅速な修繕または再調達にかかわる臨時費用を被保険
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者が支払うことを可能にする。また被害物件の再調査または修繕がなされるまでの間，代わりの施
設において作業を継続するのに要する臨時費用を支払うことを可能にする基金を与える。したがっ
て被保険者は，事故発生前とほぼ同様なベースで作業をほとんど遅らすことなく継続することが出
来る。これが保険の損害てん補機能である。
③収益の安定保険によって提供される現金は，損失による支出をてん補し，収益を安定させ
る。保険がない場合は，逆に収益を減少させ，収益を不安定にすることになる。修繕費または再調
達費用の支払い，損害賠償の支払い，作業の中断によって失われた収益，死亡した重要な従業員の
後継者を訓練するための資金などを保険に提供する。
④成長の持続上記の結果は，作業の効率化に貢献するのみならず，企業の成長の持続にも貢
献する。
⑤社会的責任保険金は，企業の通常の作業の継続を可能にし（これを原状回復機能という〉，
従業員の解雇をくい止め，顧客の需要に応じ，原材料供給業者との取り引きをし，従業員に対する
医療費の支払い，法律上の損害賠償の支払いを可能にするため，地域社会における会社のイメージ
を高め，同時にその公共的責任感を高めることもできる。
2) 不確実性の軽減
被保険者にとっては，損害の支払いは実際に発生した損失のコストを軽減する。これ自体重要で
あるが，さらに重要な保険の便益は，発生するかしないかわからない損失のコストを軽減すること
である。これらのコストを合わせて， リスクのコストと呼ぶ。リスクのコストに関する不確実性を
保険者に移転することによって， リスク・マネジャーは不確実性を軽減し，ほとんど確実性にまで
変えることができる。これが不確実性の軽減と呼ばれる保険の効果である。保険事故を被った人の
みが直接的に保険金の支払いから便益を得るのであるが，しかし，すべての被保険者が，損失に関
する不確実性が軽減されることを経験する。このように考えれば，保険は不安の軽減とし、う損失発
生前の目的を達成する重要な道具であると言える。
保険は財政的損失に関する不確実性を軽減はするが，しかし，財務的損失の原因には影響を与え
ない。保険を購入する経済主体は，損失の原因となる事故（ベリル〉そのものについては，保険加
入前と同様，不確実性にさらされたままである。被保険者は，保険契約上担保されない損害につい
ても不確実性にさらされたままということになる。
3) 保険者および保険代理店のリスク・マネジメント・サーピス
保険者および保険代理店は，たとえば保険事故が発生しない場合にも重要なリスク・マネジメン
トに関連したサーピスを提供する。保険料の一部は少なくとも部分的には被保険者の為になるサー
ピスの代価にあてられる。もし，保険を購入せずにリスクを保有するならば，保険者および保険代
理店からのサーピスのいくつかはあきらめるか，かれら以外の外部から購入するか，あるいは経済
主体の独特の資源によって処理しなければならないことになる。
いくつかの貴重なリスク・マネジメシト・サーピスは，保険者および彼らの代理人である募集人
（保険代理店，保険外務員〉またはリスク・マネジャーの代理人である保険ブローカーによって提
供される。これらを正しく現実化し，活用することがリスク・マネジャーの使命の一つである。
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①保険者および保険代理店が提供するリスク・マネジメント・サービス
保険者および保険代理店は，以前からリスク・マネジメント・サービスを行なっている。
その主なものには次のようなサービスがあるO
＠ リスクの確認および測定
＠ これらのリスク処理の方法に対する示唆
。保険が望ましい場合，保険者の選択，最善の担保内容，および，これらのリスクに対する最
善の保険料率決定方法
＠損失制御サービス
＠損害査定サービス
。 法律の要件を満たす上での援助
の リスク・マネジメントおよび保険管理に関するマネジメント・サービス
保険者および保険代理店は， リスグの確認、および測定をすることによって，彼らの職業的サービ
スに対する市場を作り出している数多くの被保険者と取り引きする～一一経験によって，彼らはリス
ク・マネジャーが持ち合わせていないか，あるいは享受できない知織・経験・技巧に基づく能力を
リスクの確認および測定にもたらすことができるO
依頼メのリスクを確認および測定した後，保険代理店または，保険会社はどのリスグを保険につ
けるべきかを示唆するO 保険代理店の多くは，保険以外の適当なリスク・マネジメント手段を示唆
する場合が多L、。
保険につけられることになったリスクに対し，保険会社2社以上と取り引きをする職業的保険代
理店は，企業または家計が最善の保険を選択する手伝いをすることができるO これらの専門的な保
険代理店は，さまざまな保険者の財務的安定性，サービス，および保険料率について助言すること
ができる。時には保険代理店がリスグを積極的に引き受ける保険者がないため，引受け保険会社を
熱心に捜さなければならない場合もあるO すべての保険代理店は，被保険者が最も適切な保険契約
および保険料率決定方法を選択するのを手伝うことができる。
保険会社や代理店の中には，企業や家計に対し，損失の防止軽減について助言できる損失制御の
専門家または専門部門を持っているものもある。その充実度によって，これらの損失制御サービス
は，被保険者に対し無料で提供される場合もあり，有料な特別サービスとなる場合もある。
頻繁に起こる小損失については，保険代理店の活躍の場が大きい。比較的大きな損失については，
保険会社や保険代理店以外の専門家によって処理される場合が多い。その場合でも， リスク・マネ
ジャーとしては，保険代理店が保険会社との折衝を手伝ってくれることを期待するO
政府はしばしばその特権を許可したり，継続する場合に，保険証明の提出を要求する場合があるO
たとえば，政府発注の公共事業の請負業者に対し，自動車損害賠償保障法に基づく保険証明，ある
いは労働者災害補償法に基づく労災保険の保険証明などを求めることがあるO 保険代理店がこれら
の証明書の提出を手伝うことがあるO このほか大手の保険代理店および英米等にみられる保険ブロ
ヵーー 企業は， リスク・マネジメントにとって重要なさまざまなサービスを提供する。たとえば，
不動産鑑定の援助も保険代理店およびブローカー会社から得られることもあり，依頼人の保有計画
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の運営および管理においてさまざまなサービスを提供する保険代理店もある。
②保険会社が提供するPスク・マネジメント・サービス
保険会社は，次のリスク・マネジメント・サーピスのうち一部または全部を提供する。
(1) リスクの確認および測定
(2）損失制御サーピス
(3）保険金請求における損害査定サーピス
(4）法律上の要件を満たす上での援助
(5) マネジメント・サーピス
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保険者は，その営業担当者またはリスグ・マネジャー自身がリスクの確認および測定に用いるこ
とのできるリスクのチェック・リストを提供する。保険者は，保険を目的とする資産の鑑定を行う
こともある。これらの評価は， リスクの測定に役立てることができるからである。
保険者が開発した保険約款および保険料率決定方法は， リスク・マネジャーがさまざまな保険担
保および保険料率の組合せの中から，選択する機会を与える。
保険会社の中には，以前から広範囲な損失制御サーピスを提供してきた所もある。彼らは，保険
の付いている場所を実地調査し，損失制御に関する提案を行う。損害保険協会を通じ調査を行い，
安全に関する文献の出版を行い，大衆教育，製品危害の測定および損失の防止または軽減対策を行
っている。保険会社単位の損失制御部門において，保険者は被保険者に対し安全検査，ポスター，
文献および助言を提供している。損失制御努力を考慮したさまざまな保険料率決定用の手続きによ
って，損失制御努力および損害実績を考慮する。被保険者は，使用者に対し安全対策を奨励してい
る。比較的最近になってから保険者は，通常提供されるサービスの枠を超えた専門的安全サーピス
を提供する子会社を作っているところも出ている。
損害査定サービスについても，社員のアジャスターの全国ネットワーグおよび独立の専門査定人
との契約を通じ，保険者は損害査定サービスを提供する。ガラスの破損などのある種の財産損害に
対して保険者は必要な修繕を手配することもある。損害賠償の支払いについては，賠償請求に対し
専門家に調査させ防衛することも行っている。労働災害の被害者に対しては， リハビリテーション
．サービスを提供する保険会社もある。
(4）保険技術のコスト
保険を購入するかどうかを決定する場合も， リスク・マネジャーは保険の費用対効果分析を行う
必要がある。すなわち，保険の便益がその直接，間接のコストを上回るかどうかを分析しなければ
ならない。保険技術に伴う主たるコスト項目には次のものがある。
1. 保険料
2. 保険者と折衝するのに使われる時間と努力
3. 損失制御に対する油断が生じること（モラール・リスグ〉
4. 保険金の水増し請求または作り事故（モラル・リスク〉
これらの項目一つ一つについて分析してみよう。
1）保険料
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保険のコストの中には，保険料に対する金銭支出のほかに前払いした保険料が使えなくなること
による損失すなわち機会コストも含まれるO 保険料の要素には次の三つのものがある。
1 期待損失の要素
2 保険金の支払いおよびサービスの提供をするうえで保険者が被る費用を支払うのに必要な経
費要素
3 利潤および異常災害準備金
① 期待損失の要素
保険料に占める期待損失の要素は，等量等質のリスクを持った多数の被保険者の中で平均的な被
保険者が被るであろう損失金額を保険者が予想したものであるO もし保険者が各被保険者からこの
金額を集金し実際の損害が期待損失に近いものであれば，保険者は債務の支払いをするのに十分な
基金を有することになる。
② 経費要素
保険料の経費要素は付加的なコストであるO 経費の一部は，保険がなければ被保険者が自らの基
金によって支払わなければならい被保険者のための重要なサービス提供に当てられるO この部分は
保険種目および保険者によって広いばらつきがある。さらに長期的に見ると実際の経費も大きく変
動するO
③ 利潤および異常危険準備金
保険料のこの要素は保険者に合理的な事業利潤を与え，損失および経費の期待値と実際値との食
い違いに若干の幅を与えるものである。損害保険においては典型的な利潤および異常危険準備金は，
2.5パーセントから5パーセントの範囲である。理論的には次年度の損失実績に関する保険者の不
確実性が大きいほどこの引き当ては高くなることが予想されるO
理想的に言うならば保険者は正味資産についてあらゆる資源から相当の利益率を稼ぐことができ
るはずで、ある。概念的に言うならば正味資産に対する事業収益は，保険事業および資産運用両方の
合理的な利益率から資産収益をヲ＇＂、たものとなるべきである O 現在，損害保険に使われている 2.5
ないし5パーセントの事業収益のための上乗せは，保険者が資産運用益を上げることを前提にして
いるO たとえば，もし保険者が実際に保険料に対する事業収益2.5パーセントを上げ，正味資産1
ドルに対し保険料約2ド、ルを引き受けたとするならば，正味資産の百分比で示した事業収益率は5
ノ号一セントになるであろう。もし保険料に対し5パーセントの事業収益をあげ正味資産1ドルにつ
き2ドルの保険料を引き受けたとするならば，その事業収益は正味資産の10パーセントとなるであ
ろう。ほとんどの専門家は，保険事業に伴う不確実性のもとでは保険者にとって合理的な総収益率
は10パーセント以上あって当然ということに合意がなされている。しかし，合理的な全体収益率を
正確にどの位とするべきかについては専門家の聞でも意見が食い違っている。特に保険種目別およ
び合理的な事業収益率を決定するために全体収益から差し引くべき資産運用収益については，意見
の一致を見ていない。ここで大切なことは事業収益が，もし保険者が運用資産収益がなかった場合
には，おそらくより高いものとならなければならないという点であるO このような観察は次に示す
保険料の機会コストに関するコメントと関係があるO
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1）機会コスト
保険料の大部分は通常保険期間の始期に支払わなければならないことになっているため，被保険
者は保険料を失うのみならず保有した場合に実際に損害および諸経費を支払うのに必要とされるま
での聞にその資金を運用する機会をも失う。たとえば被保険者は1年に10パーセントの利益をもた
らす短期証券に保険料と同額を投資することもできたはずであるO
この保険料の支払いによって失われた収益は，保険者の予想資産運用収益による保険料計算で相
殺されない部分が一つのコストになると考えられるO たとえば，被保険者がもし保険料相当額を保
有しそれを運用した場合に得られたはずの金額相当部分を差しヲ＇＂、ても，失われた所得とし、う意味
でのコストは被保険者にまったくかからないことになるO そのような厳密な相殺は実務上はあり得
ない。
厳密な機会コストの計算の複雑さは本節の範囲ではない。ここで述べた以外の諸要素，たとえば
税金，会計方法，諸経費および損害に対する実際の支払いの時期などの諸要素が入ってくる。機会
コストの概念を認識することは重要であるO 資産運用の収益率の高さおよび財務管理に対する重点
が高まっていることから，最近のリスク・マネジメント実務はリスク処理の代替的方法の中から選
択する過程において機会コストを一つの要素と認める傾向が強まっている。
2〕 折衝時間と努力
保険を付けるとし、う意思決定を実施するには時間と努力が必要になる。
① 同じ種類の保険を引き受ける数多くの保険会社の中から保険者を選択しなければならなL、。
② 被保険者は保険者のリスク分析に協力しなければならなし、。
③保険契約の条件および保険料について交渉しなければならない。
④ 被保険者は保険者の損失制御に対する努力に協力しなければならない。
⑤ 損失発生後，被保険者は保険者に通知をし，必要な損失証明を届け出，保険者の損害調査に
協力しなければならなし、。もし損失が被保険者に対する損害賠償請求によるものであるならば，
法廷への出廷，供託などが必要になるかもしれない。
これらの費用のいくつかは，被保険者がたとえ保険を買わなかった場合にも発生する。たとえば，
損失制御の援助，裁判所への出廷などがこれに当たるO しかしそのほかの費用，たとえば保険者
の選択，保険契約および保険料の交渉，および損失証明の届け出などはそうではなし、。保険に加入
するまでは存在しなかった余分な手続きだけが真の保険のコストになる。
3) 損失制御に対する油断（モラール・リスク〉
普通，保険に帰せられる短所の一つは，保険があるために損失制御に対する動機が軽減されると
いう点であるO 保険は損失制御に対する油断という心理的危険（モラール・ハザーのを作り出す
場合があるO 保険があると，少なくとも保険事故から生ずる損失の一部分が支払われるため，損失
防止あるいは損失軽減努力をしてみたところで，何の得るものがないと考える被保険者が少なくな
い。また被保険者の中には，保険がない場合より注意をしなくなってしまう者もあるO このような
ことがある度合に応じ，こうした態度によるリスクは高くなり，その分被保険者が負担するコスト
が高くなってしまう場合もある。
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① もし被保険者の損害の発生頻度および規模がこうした態度のために大きくなるならば，保険
者の期待損失の予測が高くなり，保険料もその分高くなるであろう。
②損失制御の項における検討の中で示されたように保険は，保険事故のすべての財務的影響を
担保するものではない。損失制御が緩むと保険で賄われない部分の財務的影響もしくは衝撃が
大きくなる。
③ 保険に付けられたリスク制御に対する態度に油断が出ることは，保険に付けられていない損
失の発生確率をも増大させがちである。これが起こるのは，被保険者が保険の付いている危険
と保険されない危険とを正確に区別できないか，あるいは，被保険事故に対し不注意な人が，
保険の付いていない事故に対してと同じように，損失制御に対し油断する傾向を作り出すから
である。
4) 保険金の水増し請求と作り事故（モラル・リスク〉
保険が存在するために，被保険者またはその他の人々の中に保険金を欺し取ろうとする者が現わ
れる。保険請求額を水増ししたり，保険事故でない事故を保険事故と偽って報告するのである。こ
のように，保険は道徳的危険（モラル・ハザード〉を作り出す面がある。作り事故または水増し請
求によって保険金を詐取する被保険者は，こうした行為から個人的には利得を得る。しかしこの
ような不当利得もその場限りであることが多く，保険料が高くなるか，あるいは保険の利用がしに
くくなるという結果になりがちである。
被保険者による保険金の詐取は，その被保険者にとって保険のコストと解することはで、きない。
しかし，ある人の水増し請求は，保険基金管理のコストを増大させるため，被保険者全体の負担と
なるO たとえば，自動車修理工場または建設請負業者が損失が保険で担保されることを知っていた
り，あるいはそう思ったりした場合に，必要以上の修理をしたり，あるいは割高の請求をしたりす
るならば，保険金の支払額，そしてやがては保険料率が，上昇することになるであろう。もし第三
者が，保険があるためにより大きな示談金または判決による損害賠償金を受け取るならば，被保険
損害は保有した場合の損害よりも高くなるであろう。このように第三者が不当に高い保険金を受け
取ることによって，保険のコストを高めることもあり得る。
保険者は疑わしい保険金請求を調査し，水増し請求または作り事故と考えられる請求と戦い，不
法な請求については起訴し，保険金詐取のもたらす悪影響について，警察と協力したり大衆を教育
するなどしてこの問題と戦っているO
第4節保有
保有は，保険以外の契約によるリスク移転および保険とならぶ3大リスク・ファイナンシング技
術の一つである。保有は，一般には“自家保険”と言われることもあるが，これは，誤った用語で
あるO しかし，この用語は一般に広く使われ，受け入れられているので，簡単には消えそうになし、。
しかし， リスク・マネジャーおよび保険の専門家としては，この用語がなぜ正しくなし、かについて
知っておく必要があるO
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“自家保険”が間違った用語であるというのは， “自家保険”が実際には保険ではないからであ
る。保険は， リスク移転の仕組みである。しかし “自家保険”においては，企業または家計はリ
スクを移転するのではなく，保有しているのであるO この点をしっかりと理解した上で， リスグ・
マネジャーはリスク・ファイナンシングの主要な技術である保有の基本的特徴を知っておく必要が
ある。
1. 保有の基本的特徴
保有の基本的特徴は，（1）リスク・ファイナンシング技術であること，および，（2）最終的な方法で
あること，のこつである。
(1) 財務的技術としての保有
保有は，実際に発生した損失の資金繰りに関係がある。もし，企業が，労働者災害補償法による
職場災害のリスクを保有することに決定したならば，その企業はし、かなる財務的損失についても自
己資金，または借入資金によって負担することを選択したことになる。借入金はやがて返済しなけ
ればならないので，結局は自己資金に還元される。資金繰りのその他の方法には， リスクの移転が
あり，それには保険である場合と保険でない場合が含まれる。リスクの保有，および移転というリ
スグ・ファイナンシング技術は，同じリスクに対し平行的に使われることが多L、。たとえば，ある
一定金額までは保有することとし，その金額（これを firstloss，第一次損失という〉を超える損
失のリスクに対しては移転するという意思決定が行なわれることがある。
保有は，回避，損失制御，結合，およびリスク・コントロール型の保険以外の移転などのリスク
・コントロール諸技術とは違う。これらの諸技術と違い，保有はリスクそのものを変更しようとす
るものではなし、。しかし，保有は，回避以外のすべてのリスク・コントロール技術といっしょに用
いることができる。保有は，また，部分的なリスグの移転と一緒に使うこともできる。もしリスク
が回避されるか，あるいは完全に移転されるならば，保有すべきリスクは残らない。一方，潜在的
損失の発生頻度，および深刻度を軽減するため，損失の防止および軽減が保有と同時に使われる。
保有といっしょに用いられる分離または結合は，保有する損失の変動をより予知しやすくできる。
また， リスクの一部を移転し，残りを保有することもできる。
(2) 恒常的技術としての保有
保有以外の一つまたはそれ以上のリスク・マネジメント技術によって， リスク処理が完全に行な
われないかぎり，何らかのリスクの財務的影響は残ったままになる。その残されたリスクは好むと
好まざるとに拘わらず保有せざるをえなし、。たとえば，あるピルに対し，入手できる限り最も担保
範聞の広い保険証券によって，保険価額全部を保険に付けた（すなわち全部保険にした〕としても，
保険による移転は不完全である。というのは，保険には文字通りのオール・リスクを担保する保険
というものはないので，いくつかのリスクは保有しなければならないからである。たとえば，急激
なインフレによる保険金額を超える損失，および戦争等の免責危険によるリスクなどは一般に免責
されているため，保有しなくてはならないのである。この意味において，保有は本質的に恒常的な
技術であるといえる。
誤解を避けるため繰り返して述べるが，保有は，他のすべてのりスグ処理手段を試みた後に初め
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て考慮すべき最終的な方法というわけではない。保有は，他のリスク・マネジメント技術が衛単に
応用できる場合であっても， リスグの一部または全部を処理するうえで，最善の方法であることも
しばしばあるのである。
2. 保有の種類
(1) 無計画（消極〉的保有
無計画保有は，その他のリスグ・マネジメント技術を考慮することなくリスクの一部または全部
を保有する場合に生ずる。無計画保有は，通常，無意識な行為であるが，それがあってはならなし、。
リスグ・マネジャーは，あらゆるヲスクを認識していないこともあり，あるいはリスクについて知
ってはいてもその処理についての決定を回避したり，先に引き伸ばしたりすることもある。いずれ
の場合にも，代案が考えられていないため，無計画保有ということになるO これは消極的保有とも
呼ばれるO
ある特定のリスグ処理について，たとえ保有が最善の方法であったとしても，無計画保有は回避
すべきであるO 最良のリスク・マネジメント技術，あるいはそれらの組合せは， リスグの一つ一つ
について決定されなければならなし、からであるO
(2) 計画（積極〉的保有
計画的保有は，常に意識的な意思決定の結果行なわれるものである。リスグ・マネジャーは， リ
スグを確認し，他のリスク処理の技術の長所および短所を比較して，保有がそのリスクの一部また
は全部を処理するうえで最善な方法であるという意思決定に到達するのであるO 計画的保有は，賢
明な意思決定であることもあり，そうでないこともある。しかし，他のリスク処理の方法が考慮さ
れたという点で，計画的保有は，無計画保有に比べ賢明な意思決定である場合の方が多いといえるO
3. 保有が必要または有利な条件
どのようなリスク状況の下で保有を利用しなければならないか，あるいは少なくとも慎重に考慮
しなければならないか。この聞に対する答えは三つあると考えられる。
1. 他の技術が利用できない場合。
2. 起こりうる最悪の損失（MPL-maximum probable loss〕があまり深刻でないため，経
済主体にとって保有によって容易に処理できる場合O
3. 短期的に発生しそうな損害がかなり予知できる場合。
これらのように保有が必要または有利な条件について，簡単に考察しておこう。
(1) 他の技術が利用できない場合
リスク・ファイナンシング技術のうちで保有が利用できる唯一の方法である場合があるO このよ
うな状況が起こるには，次の三つの理由が考えられる。
1) リスク・マネジャーは何らかのリスク・コントロール手段によってリスクの特徴を変更する
ことができても，すべての潜在的損失を除去できない場合。
2) 問題のリスクを保険者が引き受けないか，あるいは引き受け保険者があったとしても，その
特定の経済主体がさまざまな理由から保険を入手できない場合。
3) 保有以外のリスクの移転の可能性が存在しない場合O
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(2) 最悪の損失があまり深刻でない場合
起こりうる最悪の損失があまり深刻でないため，企業または家計がその潜在的損失を負担する気
があり，またそれが可能な場合，保有は慎重に検討するに値する。どの程度の規模の損失を深刻と
みるかは，その経済主体の損失発生後の諸目的およびその現在および将来の収益性ならびに財務状
態によって決まるO たとえば，ある商社の損失発生後の唯一の目的が企業の存続にあるとするなら
ば，この会社が積極的に保有しようとする金額は，目標が収益性の安全にある場合に比べ，はるか
に多額になるであろう。同様に健全な財務状態にある企業または家計は，今にも破産しそうな状態
にある企業や家計よりも，損失の負担能力が高いといえるであろう。もちろん，起こりうる最悪の
損失額が小さい程， リスクが保有される確率は高くなるO 自動車の車両損害やカメラのリスクがし
ばしば保有されるのもこの理由によるO
(3) 損失がかなり予知できる場合
保有技術の利用が，有利な3番目の条件は潜在的な損失の変動が小さな場合であるO このような
状況には平均予想損失額の回りに狭い範囲でしかばらつきがないため，実際の損失の予測が立ちや
すい場合であるO もしばらつきの範囲が狭いならば，思いがけないことも少なくなるので，このよ
うな条件があれば保有が有利になるO 実際の損失額が予算を組んだ金額とあまり違わないことにつ
いてかなりの自信が持てるため，期待損失を補うための予算化が十分にできるからである。ばらつ
きの範聞が狭い程，保有の魅力が増す。
5. 保有の長所および短所
保険と比べ保有は損失の節約，経費の節約，サービスの利益あるいはキャッシュ・フローの改善
などの効果があるO しかし，同じ分野で不利になることもあるO そこでリスク・マネジャーは考え
られる保有の長所および短所を知る必要があるO 特定の状況において，保有のそれぞれの長所・短
所がどの程度利用できるかは，状況を取り巻く事実によって変わってくるO
(1) 潜在的損失の節約
保険制度における総保険料と保有制度における損失の総コストとを比べるのは適切ではなし、。な
ぜならば，若手の保有損失額は保険でも担保されないのであり，保険料は損失のコストを担保する
以外にも使い道があるからである。比べてよいのは保険料のうち期待損失を担保するのに使われる
純保険料部分だけであるO “期待損失要素”または純保険料部分が保険で担保される損害のうち，
保有されたものと比較することができるO 保有においては，保険料の損失引き当て部分よりも実際
の損害が少なかった場合に，節約部分が生じるO しかし，短期的にこの保有による節約分を詳しく
測定するのはむずかしい。特に比較的小さな被保険者および損失発生頻度が低いリスグにとって，
そうである。それはこのような節約部分が生まれるのは偶然にすぎないことがあるからであるO
実際の短期的損失は期待損失より大きくなる場合があるO 極端な場合には，最初の年に短期的な
損失があまりにも大きくなってしまい，その経済主体が経済的に存続すること自体が脅かされるこ
とさえある。これは将来実際の損失が，予想損失よりも少なくなる成績のよい年を利用する機会が
なくなってしまうことを意味する。もし起こりうる最悪の損失が管理可能な限度内であるならば，
保有は真剣に検討するに値する。しかし，損害が保険料の損失引き当て部分を上回ることは変わり
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がなし、。
長期的に平均してみるならば，実際に発生した損失は保険料で仮定した額よりも少なくなるかも
しれなし、。保険の料率算定技術が決して間違いのないものとは言えない何人かの被保険者にとって
は，保険料の損失支払い引き当て部分（純保険料〉が真の期待損失を上回る場合があるO 逆にその
他の被険保者にとっては，損失の引き当てが真の期待損失よりも小さい場合もある。企業または家
計の期待損失が保険料の損失引き当て部分よりも少ないとき，企業または家計は保険にするよりは
むしろ保有にすることによって，長期的には資金の節約をすることができるO
このような保有の長所は短所によって相殺されてしまう。というのは，保有は損失の経験が年に
より広い変動を経験する可能性があるからである。このような不安定さはそれ自体が望ましくない
不安定な収益パターンを生み出すことになるかもしれなし、。
要するに保有が節約を生み出すのは，短期的にみると実際の損失が保険料の損失引き当て部分よ
り少ないか，あるいは長期的にみて実際の損失の平均が保険料の引き当てよりも少なくなるかのど
ちらかであるO 一方， リスクを保有することは長期的にみて損失の経験が変動するため，経営主体
を不安定な状態にさらすことになる。短期的にみて，潜在的に深刻な損失を引き起こす可能性があ
り，また長期的には節約された保険料の損失引き当て部分を上回るような平均損失を生み出すこと
tこなるO
(2) 潜在的経費の節約
もし保険者によって通常提供されるサーピスを，企業の社内または家計が保険料の経費および利
潤に相当する部分の額よりも低いコストで調達できるならば，保有は経費の節約をもできることに
なる。先にも触れたように，保険料は損害てん補の他に次の要素をも負担するのに当てられるもの
である。
1) 損害査定費用
2) 損失制御費用
3) 保険会社の一般管理費
4) 代理店手数料，ブローカ一手数料，その他の契約獲得費用
5) 税金，免許上の費用，および社員および役員の報酬
6) 利潤
もし経済主体が保険会社の提供するサービスのすべてを放棄しようというのであれば，保険料の
経費および利潤部分のほとんどを節約することができるO
保有を行なっている経済主体は，保険者の提供するすべてのサーピスを放棄するわけではなく，
またそうすることもできないであろう。企業はこれらのサービスを自ら提供することにするか，あ
るいは外部の専門家によるサービスを雇用するか，あるいはその両方を用いる必要があるO
保険者が提供するサービスのいくつかは，保有制度の下では自ら実施しなければならない。ほと
んどのグレーム・サービスについては，選択の余地はない。一方，損害査定活動にかかる保険者の
サービスがすべて，被保険者の役に立っとも限らない。保険者の損害査定の活動の一部は，保険者
が不当保険金請求を防止し，自らを保護するために行われるものである。損失発生後，損失の証明
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の提出およびその飽の保険者の要求を満たすことは，保有によって避けられる費用と言える。
損失制御サービスは保険者からも提供されるが，これは法律上の要件な満足する上で必要もしく
は望ましい場合があるO たとえば，蒸気式ボイラまたはエレベータを所有する企業は，法律の定め
るところによって定期的な検査を受けなければならなし、。もしその会社がボイラ保険および機械保
険を購入するか，エレベータの保守・運転または使用を担保する賠償責任保険を購入したならば，
保険者の検査が法律上の要件を満足させることになるO もし企業がこれらの保険を買わないならば，
誰か専門家を雇って所定の検査をしてもらわなければならなし、。さらに保険者が提供するその他の
損失制御サーピスが過去の経験上損失の防止および軽減に効果を上げているため，保険者のサービ
スを受けた方が望ましいことも多L、。
リスク分析のサービスもリスク・マネジャーが定期的に行う課業と重複するものである。もしリ
スク・マネジャーが自分でリスク分析ができるならば，保険者のリスク分析サービスは必要なL、。
一方，もし何らの慎重なリスク分析が行われないとするならば，保険者のリスク分析はどうしても
入手しなければならないで、あろう。
リスクを保有することによって保険料の費用および利潤部分を節約した代わりに，企業または家
計はリスグ・マネジメント上必要なサービスのためにより多くの費用を費やすこともできる。しか
し，たとえこれらのサービスの質が変わらなくとも，保険者にサービスしてもらうのに比べ，社内
のスタッフもしくは外部の専門家のサービスを受けるのはより費用がかかるかもしれなし、。保険者
はこれらの費用を多くの被保険者聞に分散することができるため，客先によっては割安なサービス
を受けられることもある。たとえば，ある企業が多くの地域で多数の小さな業務を行なっているな
らば，それらのすべてがサービスを必要とするため，全国的な損失制御および損害査定の事務所網
を持った保険者であれば，その企業自体が行なうよりも，はるかに効率的なサービスを提供するこ
とができるであろう。その他の外部の専門家も保険会社の効率的なこれらの全国的ネットワーク
には対抗できないであろう。
保険料の経費部分によって資金繰りが行なわれる活動のいくつかは，被保険者よりも保険者の役
に立っているO たとえば，保険者は保有にするよりも保険を買うことを被保険者に勧めること，お
よび，自分たちの会社から保険を買うように勧めることを目的とした純然たる販売活動にも従事す
る。これらの活動はある程度被保険者がより良い意思決定をするのに役立ちはするが，主として保
険者の役に立つものである。
リスクを保有することにより，企業または家計も保険者が保険の引き受けおよびその他の管理機
能に割り当てている費用部分を節約することができる。保険者には大勢の保険申し込み者の中から，
保険の引受け基準上認められる被保険者を選択し保険者を異常災害から守るために再保険を手配
し，徴すべき保険料を確定し，有効な契約上果たさなければならない保険者の債務を反映した責任
準備金の計算をし保険契約者に届ける保険証券を作成し，損失および費用に充当する上で現在必
要のない資金を運用し，一般的に管理業務を遂行するためにある程度の費用がかかる。
最後に保有を通じ企業または家計は，保険者の利潤および異常危険準備金として含まれる部分の
金額を節約することができる。
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要するに保有は保険料のうち，利潤および異常災害準備金，ならびに保険会社の経費部分（販売
経費，管理費用および税金を支払うために集められた金額〉を節約することができるO
(3) 保有の結果社内外から整備するサービスの利益
ザスクを保有し，保険に加入したならば保険者から得られるはずのサービスに対する特別の手配
をすることによって，経済主体はこれらのサービスの質を改善することができるかもしれなL、。も
しこれらのサービスが内部的に従業員または家族の手によって提供されるならば，これらの人々は
保険会社の代理人よりもリスクをより良く知っているので，これらのサービスの質を向上させるこ
とができるかもしれなし、。また，もし損失制御および損害査定サービスの責任を任せられた従業員
が他の従業員を個人的に知っているならば，彼らのサービスを提供する上でこれらの従業員の協力
を得やすくなるであろう。
サーピス活動を行うために社内で、専門スタッフを置くことは，現存の持てる力を効率的に用いる
ことになるかもしれない。そうしなかった場合には，保険者のサービスの代価として支払われる資
金が，社内のスタップの増加あるいはそうでもしないと向上しない社員能力の開発に向けられるか
らであるO
内部スタップだけの利用はまた，よりよく統制ができるようになるO リスク分析，損失制御およ
び損害査定に関する方針を設定する他，企業はどのくらい効率的かっ効果的にこれらの方針が実行
されているかを調べることができるO
もし外部の代理店がこれらのサービスを提供することになれば，危険および人間の詳しい知識を
持った社内のスタップを失うことになるが，もしこれらの外部者が専門家であるならば，スタップ
には求められない専門能力を手に入れることにもなるO もし企業がたとえ保険を買わなかったとし
ても外部の専門家から補助的なサービスを得ていたとするならば，企業はこれらのサービスを質
的にも量的にも充実させるために費用を節約した部分のいくらかを割り当てることができるO この
ように，現在の持てる力の上にサービスの内容を築き上げてし、く可能性は，外部者を利用する場合
にも内部者を利用する場合にも存在する。
保有は， リスク・コントロール・サービスの質を向上させることになるかもしれなし、。しかし，
逆にリスク・マネジメント・サービスの質を弱めることになるかもしれなし、。なぜならば内部スタ
ッフあるいは外部の保険代理店などは，専門能力もちがうしサービスが必要になるすべての地域
で利用できないかもしれない。また，特に損害賠償および労災補償事故を処理する場合，会社と請
求者との聞に外部者という立場のワン・クッションをおくという利点は失われてしまう。、
保険者は，社内スタップでは処理が難しし、かあるいは不可能でさえあるような多様なリスク状況
にある多くの被保険者と取り引きすることによって，専門的リスグ・マネジメント能力を築き上げ
ているO 外部者である保険代理店も同様な専門能力を提供することができるかもしれないが， リス
ク・マネジャーは， リスク・マネジメント・サービスにおける外部の専門家達の聞に相違のあるこ
とを予期しなければならなし、。
同様に，全国的諸うるいは国際的に代理店網およびサービス・センター網を張りめぐらして営業し
ている保険者は，ほとんどどの場所においてもサービスを提供できる体制にあり，内部者をサーピ
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スのために使っているほとんどの大手企業がおそらく持ち合わせていないリスグ・マネジメント・
サービスの広がりを持っているO さらに外部の保険代理店の中には，このようなサーピスの潜在能
力を持ち合わせたものは，少数の国際的例外を除けばほとんどなし、。
最後に損害賠償請求を処理する場合，被害者と直接交渉しない方が望ましい。時として折衝は不
快なものであり，被害者からは示談が公平だと考えられることがあるからであるO そのような場合，
損害賠償の請求を処理する上でのいかなる批判をも吸収する緩衝材として保険者に行動してもらう
方が賢明であるO さらに保険者は労災補償あるいは職場とは関係のない労働力喪失のクレームに対
し従業員とより効率的に対処できるかもしれなし、。なぜなら保険者はこれらのクレームに対し，
企業のリスグ・マネジャーよりも客観的な立場を貫けるからであるO
(4) 保険料節約によるキャッシュ・フローの利益
保険を購入する時，被保険者は確定前払い保険料を使う機会を失う。リスクを保有することによ
って企業または家計は，それが財産の修繕または再調達および損害賠償責任の調査・防衛および和
解，更には損失制御サーピスへの支払い，あるいはその他の損害および経費の処理のために必要に
なるまでは，金銭の支払いを，避けることができる。企業または家計の資産運用益が保険者の期待
資産運用益に基づく保険料の割り引きを超える度合に従って，企業または家計には利点が出てくる。
保険に加入したならば保険者に対し支払っていたはずの保険料と保有損失および経費がたとえ等し
くなったとしても，この資産運用益のために，保有がより魅力的になることもあるであろう。損失
および経費の支払いが長期間に渡るほど，このキャッシュ・フローの利益はより重要になる。保有
のこの特徴は利子率が急上昇し，企業が財務管理技術において飛躍的に向上した近年において，特
に重要になっている
(5）税金対策
以上，保有の長所を概観したが，保有は税金対策上不利になる面がある。
財産および損害賠償のリスグを保有することは， リスクを保険にした場合よりも税金が高くなる
ことを意味する。すなわち，税金対策からは保険につけた方が有利になるのである。リスグ・マネ
ジャーは保有と保険の組み合わせや選択をする場合，税法上の考慮をすることも必要になるO
(1982年11月29日〉
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